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1医療を取り巻く環境について－国家財政、経済、家計・雇用等－（日医総研ワーキングペーパー No.382（2017 年 6 月 1 日））

医療・福祉にかかわる就業者数は急増し、
かつ、これからも増えていく



医療・福祉は、特に、女性の就業者
が多い分野

全産業の就業者

3672, 
56%

2859, 
44%

男性 女性

医療・福祉の就業者

202, 
25%

613, 
75%

男性 女性

労働力調査（基本集計）平成29年（2017年）平均（速報）結果

（単位：万人）
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地域密着型中小病院・有床診療所の役割

急性期大病院との連携

介護との連携行政との連携

医師会への人材派遣 診療所の在宅支援 まちづくり

地域密着型中小病院
・有床診療所

外来（かかりつけ医機能）
入 院
在宅支援

とりわけ、地域に密着した中小病院や診療所で働く人材は、
超高齢社会、少子化による人口減少社会に欠かせない
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医療機関を中心としたまちづくり計画

高齢者タウン
デイサービス・高齢者住宅・遊歩道公園

保育所・コンビニ・レストラン

病院・老健・特養・コミュニティカフェ

バリアフリー化
電柱埋設化
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日本経済新聞Ｈ２６年８月２１日 経済教室記事 九州大学准教授 浦川邦夫氏記事より
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医療機関・介護施設における地域活性化モデル

超高齢化に伴い医療・介護の需要

医療機関・介護施設には地方でも若い人材が集まり易い
市内居住者には
住宅補助支給

有資格者は男女平等 地方では職場内で出会いの確率高まる

産休・育休を取り易い環境作り 上司も共に喜ぶ

職場復帰し易い環境作り 24時間対応保育所開設

夫婦共同じ法人内なので仕事の融通がし易い 上司も理解し易い

診療報酬・介護報酬が大幅に上がらなくても共働きで職住接近なら充分生活可能

育休や職場復帰後の短時間勤務を可能にするゆとりは必要

定住する若年層・子供の増加 市内にマイホームが持てる補助が必要(市の責任)

地方の人口減少対策や活性化にも貢献 アベノミクスを地方に波及させ、地方創生を成功させ
るには、地方の重要な産業となっている医療・介護分
野の若い人材が、出産・子育てをしながら地域に定着
できるだけの診療報酬・介護報酬の確保が必要
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女性と男性どちらもが、互いを尊
重しつつ、その人の事情やその
時々の状況にあわせて、能力を十
分に発揮し、活躍できること。

ライフイベントに
対する配慮

意識改革、女性
登用の適切な

施策

医師全体の勤務環
境の改善、医療への

適性な投資
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・ 保育・託児施設・病児保育室の整備

・ 産前産後休業取得の徹底

・ 育児休業取得の徹底と代替医師制度

・ 柔軟な勤務制度(短時間正社員制度など)

・ 主治医制度の見直し（チーム医療やシフト制の導入）

・ 上司・同僚などの理解と支援

・ 再研修・再就業支援
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子育てとの両立

末子が乳

児4％

末子が幼

児
25%

末子が学

童
9%

経験者
13%

経験なし
49%

現在子育て中の割合（n=10,364）

はい

59.1%

（3,083人）

59%

いいえ

40.9%

（2,131人）

41%

育児休業取得の有無（n=5,214）

日本医師会第２回女性医師の職場環境の現況に関する調査（平成２９年２～３月）
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子育てとの両立

35.5%

29.2%

22.6%

14.5%

10.9%

31.0%

制度がなかったため

代わりの医師がいないため

職場で取得しづらい雰囲気がある

ため

家族の協力があったため

収入がなくなる（少なくなる）ため

その他

育児休業を取得しなかった理由（n=2,024）

現在の

職場を

継続した

55.2%

（1,096

人）

一時休

職した

8.5%

（168人）

退職した

25.7%

（510人）

その他

10.7%

（212人）

育児休業を取得しなかった医師の勤務

状況（n=1,986）

日本医師会第２回女性医師の職場環境の現況に関する調査（平成２９年２～３月） 10



65.1%

61.1%

60.0%

59.9%

51.4%

49.2%

46.7%

44.4%

40.0%

39.2%

37.2%

36.2%

34.5%

31.4%

28.6%

26.2%

15.3%

13.5%

11.2%

10.8%

10.6%

4.5%

病児保育

託児所・保育園などの整備・拡充

宿直・日直の免除

人員（医師）の増員

時間外勤務の免除

男性の家事・育児などへの参加

複数主治医制度の導入など主治医制の見直し

放課後における学童施設充実

フレックス制度導入

事業所内託児施設

短時間正社員制度の導入・拡充

保育施設やベビーシッターの斡旋

出産・育児休業取得者への職場復帰支援

代替医師の配置（代診医師派遣制度の導入）

ベビーシッター利用の際の費用補助

保育施設利用の際の保育料の助成

働きやすい部門への配置転換

二交代制の勤務体制

診療報酬引き上げ、医療費の増額

在宅研修制度

国の事業所への補助金制度整備・拡充

その他

日本医師会第２回女性医師の職場環境の現況に関する調査（平成２９年２～３月）

子育てに関して必要と思う支援（n=10,061）
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博仁会の取り組み
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子育てサポート認定企業
（くるみんマーク）取得

●病院内保育所の運営

平成２３年８月フロイデキンダーガルテン開設

２４時間保育、休日保育、学童保育、病児保育

●女性の継続就業に関する支援

育児休業取得率１００％達成（全国平均は86.6%)

短時間勤務制度の導入

●ワークライフバランスを促進させる取り組み

１人あたりの残業時間１４．７％短縮達成

13



平成２３年８月ＯＰＥＮ院内保育所の開設
利用状況推移（延乳幼児数）

利用状況推移（乳幼児年齢）利用状況推移（保護者の職種）

フロイデ
キンダーガルテン

１日当
１２．３人

46%

30%

12%

8% 4%
職種別比率

看護

介護

リハビリ

事務

栄養

395 
2,881 

3,951 
4,907 4,465 

4,530 
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年間乳幼児数の推移

人数 一日当たり

21%

40%

32%

5%
2%

平成29年年齢別比率

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳以上 14



院内保育所の特徴①

利用するお子さんの年齢は、０歳～２歳までが多い

が、最近は３歳～５歳までのお子さんを待機対策とし

て預ける方が増加している。

21%

40%

32%

5%
2%

平成29年年齢別比率

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳以上

31%

41%

26%

2% 0%

平成27年年齢別比率

０歳 １歳 ２歳 ３歳 ４歳以上
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院内保育所の特徴②

３歳以上のお子さんは７％で増加傾向、中途入職、転勤時に
幼稚園が見つからないなどの理由で入園待機の受け皿として
の利用が多い。３歳～５歳の待機児童は１３．２％あり、院内保
育所は待機児童の受け皿となっている。
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院内保育所の特徴③

３歳になると、幼稚園に入園するため院内保育所を退所す

る。そのため４月の利用者が激減する。最近は、幼稚園が

４月になっても見つからず、引き続き院内保育所を利用する
（幼稚園が見つかるまで）方の受け皿になっている。
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院内保育所月別利用者数（０歳～２歳まで）

利用者数合計
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院内保育所の特徴④
待機児童の受け皿となっている院内保育所は、多様なニーズ
に応えている分、人件費等の負担が大きい。しかしながら助成
金の額は極めて少なく、設置企業からの赤字補填によりなんと
か運営されている。当院の保育所は、平成28年4月より子ども

子育て新制度による「地域型保育事業（給付型）」に認可されま
したが助成額を比較いたします。

無認可院内保育所
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29,937 
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5,000
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25,000
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35,000

助成額の比較（単位：千円） 地域型認可保育所
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院内保育所の特徴⑤
院内保育所は、子育て支援と職員の確保のため病院にとっ

て必要不可欠の施設になっている。そのため料金は、一般の

保育所に比べて極めて低い金額に設定している。さらに病院

の保育所は夜勤職員や休日出勤職員等への対応が必要な

ため一般の保育所より人件費が多くなる傾向にあり病院の子

育て支援に費やす費用は大きな負担となる。
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賃金換算（単位：千円）

仕事と子育て両立に必要な事業者負担金額合計
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（参考）事業所内保育所の運営コスト

1,000万円未満
15.7%

1,000万～2,000万円

未満 34.3%
2,000万～3,000万円

未満 20.0% 

3,000万円以上
20.0% 

無回答
10.0% 

事業所内保育所運営にかかる概算コスト（対象187医療機関のうち、

回答のあった70医療機関について集計）

平均2,173万円

資料 「くるみん・プラチナくるみん認定医療機関へのアンケート調査の分析と考察について」（日医総研ワーキングペーパー
（2018年3月公表予定））。
* 運営にかかる概算コストは、地代等、人件費以外のものも含む。

日医総研が２０１７年１２月に実施した、くるみんマーク取得医療機関
調査では、事業所内保育所の運営にかかる年間の概算コスト*は平
均2,173万円であった。最大で7,000万円という回答もあった。
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幼児教育無償化に対する意見

１．院内保育所は、０歳～２歳までの乳幼児が多いが、最近は

３歳～５歳までのお子さんを待機対策として預ける方が増加

している。院内保育所は待機児童対策の受け皿となっている

点からも当然、無償化の対象施設とするべきである。

２．待機児童の受け皿となっている院内保育所は財政的に厳し

い運営を強いられている。企業努力により事業所内保育所を

設置し、子育て支援をしている事業所については運営費用の

負担軽減策を講じ、費用の助成を行う必要がある。

３．院内保育所は、夜勤対応、延長保育、休日保育など多様な

ニーズに応えている。柔軟に受け入れを行う仕組みを構築し

ている事業所内保育所については、助成金の枠の拡大

等により経費負担の軽減を行う必要がある。
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日医の新キャラクター

日医君
にちいくん
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